
○ 地域から要望があり，かつ対応可能な施設については，被収容   
 者への給食に加え，地域でのケータリングサービスの実施も検討 

施設周辺地域の課題 

○ 自営作業就業可能受刑者の数が減少 
○ 食中毒が毎年いずれかの刑事施設で発生 

○ 刑事施設周辺地域の多くは，中山間地など過疎地に位置 

○ 一般の大量調理施設と同等の衛生管理体制の構築が課題 
○ 地元雇用の増進や地元産品の消費増進等の地域振興策の実 
 施が課題 

刑事施設の課題 

対象施設 

○ 献立の作成，食材調達，衛生管理，調理（民間事業者が実施） 
○ 厨房設備・機器等の整備 ○ 非常時対応 

○ 業務の実施に必要な要員については地元雇用，食材等の物資に  
    ついては地元調達を実施 

地域との共生 

○ 過剰収容状態が継続している一方，受刑者の質等  
 の問題から，炊事作業就業者の確保に特に苦慮して 
 いる施設 
○ 厨房施設が老朽化しており建替時期が到来ないし 
 現に建替えをしている施設 
○ 民間事業者が国の職員の同行なくアクセス可能な 
 厨房施設を設置することのできる施設 
○ 同一ないし近隣の経済圏に所在している施設 

刑事施設における被収容者に対する給食業務（概要） 

加古川刑務所 
収容定員：1,281人  

岩国刑務所 
収容定員：357人  

高知刑務所 
収容定員：553人  

大阪拘置所 
収容定員：1, 553人  

事業期間 

＜事業スケジュール（案）＞ 
 ○平成26年6月 契約締結，運営開始準備 
 ○平成27年2月 大阪拘置所運営開始 
 ○平成28年3月 加古川，岩国，高知刑務所運営開始 
 ○平成36年3月 事業終了 
  

事業スキーム 

事業内容 

「被収容者に対する給食業務について，複数の刑事施設を対象に，
複数年の契約期間により，民間競争入札を実施することを検討」 

刑事施設において給食 
業務の停滞は重大な脅威 

 「刑事施設の運営業務における対象範囲等の拡大措置に関する計
画」の議決  
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